
解 説

会計

国際会計基準審議会（以下「IASB」

という。）は、2009年７月９日に、

IFRSforSMEs（中小企業向け国際

財務報告基準（以下「SME基準」と

いう。））を公表した。本稿では、

SME基準の概要を説明することとし

たい。文中の意見にわたる部分は、

筆者の私見である。

� 経 緯

SME基準の「結論の根拠（Basis

forConclusions）」では、本SME基準

の作成の経緯についての詳細な記述

がある。すなわち、2000年に国際会

計基準委員会（IASC）からIASBに

改組されたときから、中小企業（以

下「SME」という。）会計について

の問題を認識していること、2002年

に国際会計基準委員会財団（以下

「IASCF」という。）の評議会（Trus-

tees）から、SMEについて調査研究

の取組みを支援する旨の報告があっ

たこと、2004年６月にディスカッショ

ン・ペーパーを公表したこと、2005

年７月に国際財務報告基準（以下

「IFRS」という。）の枠組みの中にお

いて、SMEと新興国の特別なニーズ

に合わせてSME向けIFRSを作成す

る旨のIASCFの定款を、一部追加的

に変更したこと、ワーキンググルー

プの設置と開催（筆者・小見山 満

日本公認会計士協会常務理事がメン

バー）、基準諮問会議（SAC）や世

界会計基準設定主体（WSS）会議で

の報告、2007年２月の公開草案の公

表、公開草案期間中のフィールドテ

ストの実施など、プロジェクト開始

から相当な年月をかけてIASBで検

討した経緯についての記述がある。

この経緯の記述により、SME向け

IFRSを設定する目的は完全版IFRS

（以下「fullIFRS」という。）の簡素

化を図ることとはいえ、IASBが設

定するものである以上、通常と同様

の設定プロセスを経ている一方で、

SME向け財務報告基準はIASB以外

の者が設定すべきではないか、各国

の会計基準設定主体はIASBの活動を

支援してくれるかといった懸念に対

して、利用者のニーズの違いやコス

ト・ベネフィット等を考慮しながら、

徐々にそして着実に、検討、開発を

進めてきたことがうかがい知れる。

なお、基準の適用上の問題等を探

るために行ったフィールドテストは、

各国関係機関の協力も得て、20か国

116企業が参加している。参加企業

のおよそ35％が従業員11人～50人の

企業、35％が従業員10人未満の企業

であり、公開草案へのコメントとと

もに、フィールドテスト参加企業の

意見も反映して、SME基準は設定さ

れている。

� SME向けIFRS設定の必要性

高品質のIFRSは、財務情報の比較

可能性を高めるなどの便益をもたら

すが、そのような便益は、資本市場

で証券が取引されるような企業に限

らず、SME又はSMEの財務情報の利

用者にももたらされるものである。

具体的に、SMEの財務情報が必要と

なる理由として、以下が示されてい

る。

① 銀行は、国境を越えて融資を行っ

ており、多国籍に活動している。

② 売り主は、取引の前に買い主の
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会計

財務情報を評価したい。

③ 信用格付け会社は、財務数値に

基づき国境を越えて格付けを行う。

④ 多くのSMEは、海外の取引先を

有し、その取引先の財務諸表を利

用して、長期的な業務提携の可能

性を評価する。

⑤ 海外の出資者は日々の経営に関

与しないため、一般目的財務諸表

を作成するための国際的な財務報

告基準によるSMEの財務報告が

（出資の上で）非常に重要となる。

� 構 成

① 構 成

SME基準の全体の構成は、基準本

体と用語集を含め35章で約230頁、

結論の根拠が約50頁、財務諸表開示

例及び開示のチェックリストが約65

頁の合計約350頁弱と相当膨大なも

のである。しかし、それでもIASBは

fullIFRSと比べるとおよそ85％以上

を減らし、用語集や表示のチェック

リストまで提示することで、SMEの

実施可能性を意識したものと考えて

いる。また、今後、2009年後半には、

SME基準に関する研修教材を、複数

の言語によって公表することが予定

されている（主に途上国向けに研修

を行っていくことを前提とされる）。

② 概念フレームワーク

SME基準は、財務情報の質的特性、

財務諸表の構成要素、認識と測定な

どの概念フレームワークを抜粋して

記載されている。その上でIASBは、

利用者のニーズとコスト・ベネフィッ

トを考慮するという方法により、

SME基準を設定している。これは、

SMEの財務諸表の利用者のニーズと

一般への説明責任を負う企業（後述）

の財務諸表の利用者のニーズは共通

点が多いためである。ただし、現在、

IASBでは、概念フレームワークに

ついて、フェーズを区切って再検討

中であるが、特に、公開草案を公表

済みのフェーズＡで扱った目的と質

的特性について、SME基準では、当

該公開草案の内容を反映していない。

なお、第２章第13項及び第14項のコ

スト・ベネフィットの項目において、

便益を享受する者として、外部利用

者に加え、経営者の意思決定にも有

用かもしれないなどの記述が加筆さ

れている。

③ 別建てで独立した文書

SME基準は、IFRSの枠組みの中で

はあるものの、fullIFRSとは「別

建てで独立した文書（standalone

document）」として策定されている。

公開草案では別建て文書としなが

らも、SME基準上においてfullIFRS

を参照させるクロスレファレンスが

多く用いられていた。つまり、�SME

によく発生する会計事象を基準に組

み込み、逆に、SMEには発生しない

事項を削除したため、該当する規定

がない場合には、fullIFRSをクロス

レファレンスにより参照すること、

�複数の会計処理のうちから会計方

針を選択できる場合には、基準には

より簡単な処理を記載し、その他の

方法については、fullIFRSをクロス

レファレンスにより参照することと

なっていた（基準を薄くするために

も役立つものと認識されていた）。

しかし、別建て文書化を一層推し

進める必要があるというコメントや、

fullIFRSの改訂に伴って自動的に参

照先も改訂されるかどうかを確認し

なければならない「バージョン・コ

ントロール」の問題を検討した結果、

公開草案時に23か所あったクロスレ

ファレンスによるfullIFRSの参照を

ほぼすべて削除し、できるだけSME

基準そのものに組み込むこととなっ

た。同様の趣旨から、公開草案第10

章第４項に記載のあった、他の会計

基準設定主体の文書を参考にしても

よい旨も削除され、本SME基準のみ

で完結し得るような策定方法が推し

進められた。

ただし、後述の金融商品会計基準

においては、SME基準とIAS第39号

「金融商品：認識と測定」の選択適

用を認めるとともに、IAS第39号を

適用して会計処理したとしても、開

示をIFRS第７号「金融商品：開示」

ではなく、SME基準に従ってよい旨

が新たに追加されていることが、

SME基準上、唯一のfullIFRSへの参

照となっている。

④ 解釈指針

fullIFRSに関しては、さまざまな

解釈指針が公表されているが、SME

基準作成に当たって、複数の解釈指

針をSME基準本体に組み込んで記載

している。適用上の解釈問題の解決

は、SME基準本体を直接改訂し、今

後もSME基準に関する解釈指針は公

表される予定はないと思われる。

� 改訂の頻度

公開草案では、およそ２年ごとに

改訂することが提案されていたが、

SME基準においては、基準公表後２

年間でSME基準の適用状況を評価し、

その後に改訂作業に取り組むため、

３年ごとに見直すこととされた。ま

た、適用時期についても、SME基準

改訂から１年の猶予を持たせるとい

うことを明示している。

� SMEの定義
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① 規模の判定基準

公開草案においては、どのような

会社を想定するかを決めないと議論

がまとまらないこともあり、便宜的

に従業員がおよそ50人程度の会社に

焦点を当てた旨を明示していた。し

かし、SME基準におけるSMEの定義

の考え方は、あくまでも中なのか小

なのかという規模を基準としたもの

ではない上、SMEの定義における人

数規模は、各国のSME基準適用の判

断にも影響することから、従業員50

人という目安も削除された。その結

果、収益、資産、従業員などの数値

基準は一切有しないこととなった。

また、かなり多くの国では、micro

（零細）企業について取り上げるべ

きとの主張があった。しかし、SME

基準は一般目的財務諸表を作成する

SMEのためのものであり、零細企業

は主に課税所得計算の目的で税法に

従った処理を行い、申告をするのみ

であるため、すべての零細企業に一

般目的財務諸表の作成が必要かどう

かということ、さらにIASBの調査

では、50以上の国や地域において、

零細企業を含めてすべての企業に

fullIFRSを求めている（又は認めて

いる）ことから、たとえ零細企業で

あっても、SME基準は有用で適用可

能であるとIASBは考えており、零

細企業向けの会計基準は設定しない

としている。

② 一般への説明責任を有しない事

業体

SME基準におけるSMEとは、一般

への説明責任（パブリック・アカウ

ンタビリティ）を有しない事業体で

ある。具体的には、公開市場におい

て負債又は持分金融商品が取引され

ていないこと、銀行や保険会社など

のように受託者の資格で資産を保有

していないことなどが挙げられる

（なお、公開草案からの変更点とし

て、SME基準では、公開市場及び受

託者に該当しない者について具体例

を提示し、明確化している）。

現在、SME基準として公表されて

いる本基準の名称は、公表直前の2009

年３月のIASBボード会議において

もまだ決まらず、パブリック・アカ

ウンタビリティを有しない事業体、

すなわち、ノン・パブリック・アカ

ウンタビリティ・エンティティ

（NPAE）向け会計基準とされてい

たが、2009年４月の会計基準設定主

体（NSS）会議にてやっと名称が

SME基準として確定されたほど、

NPAEは重要な考え方である。なお、

最終的に本基準の名称がNPAEとさ

れなかった理由は、�用語に否定が

入ることは好ましくないこと、�す

べての企業が何らかの説明責任を負

うこと、�用語や翻訳が困難という

ことであった。

③ 上場している中小企業

SME基準を適用するか否かは各国

が決定する事項であるが、SME基準

はあくまでも一般への説明責任を有

しない企業を念頭に置いて作成され

たものである。たとえ規模的にはSME

であっても上場している場合には、

パブリック・アカウンタビリティを

有する企業に該当するため、SME基

準を適用することは妥当ではない。

④ 親会社がfullIFRSを適用してい

る子会社の扱い

親会社がfullIFRSを適用している

子会社については、その子会社自体

がパブリック・アカウンタビリティ

を有していないのであれば、SME基

準の適用が禁じられるものではなく、

また、SME基準を適用している際に

は、SME基準の条項すべてに従わな

ければならないとされている。これ

は、公開草案へのコメントで、親会

社がfullIFRSを適用している子会社

の認識・測定はfullIFRSに拠り、開

示だけを簡素化することも認められ

るという見解に対し、IASBが、会

計方針の選択によって、本来、SME

基準に拠るべき企業がfullIFRSを選

択的に適用することやSMEとfull

IFRSとの混成状態、良い所取りのよ

うな状況は望ましくないとしたため

である。そのため連結子会社は、

fullIFRSをいつでも適用可能である

状況下においてSME基準に拠ったの

であればその旨を記載する。

� 財務諸表の体系

① 一般目的財務諸表と特別目的財

務諸表

SME基準は、投資家、債権者、従

業員をはじめとした広範な利用者が

必要とする共通の情報である一般目

的財務諸表を、SMEが作成するため

の基準である。したがって、配当可

能利益計算目的や課税所得算定目的

は、特別目的財務諸表の作成に該当

する（一般目的財務諸表の損益額を

スタートに、課税所得計算などを行

うことは当然考えられる）。

② 包括利益計算書

SME基準は、2007年改訂のIAS第

１号「財務諸表の表示」も踏まえて

設定されたことから、包括利益計算

書が財務諸表の体系に含まれている。

業績を表すには、包括利益計算書だ

けの１種類で示すか又は損益計算書

と包括利益計算書の２種類で表すこ

とができる。また、財務諸表の名称

が、貸借対照表及び損益計算書から

変更されている。
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③ 連結財務諸表

SME基準においても、親会社は連

結財務諸表を作成する必要がある。

ただし、当該親会社自身が実は子会

社であり、かつ、最終的な真の親会

社がfullIFRS又はSME基準で連結財

務諸表を作成する場合、及び１年以

内に売却を予定している子会社のみ

である場合は不要である。なお、公

開草案から「SPE」に関する記述が

追加されている。

④ 結合財務諸表

同一の投資家が支配する複数の企

業を表す結合財務諸表の作成を、

fullIFRSで求めていないために、

SME基準においても求めてはいない。

しかし、当該投資家の下、共同して

経営されている実態を表すため結合

財務諸表をSME基準に基づいて作成

する場合には、一定の注記等による

開示をし、作成することができる。

利用者のニーズとコスト・ベネフィッ

トを考慮して、fullIFRSとは別建て

で設定されたSME基準について公開

草案と比較しながら、その概略を記

すこととする。

� 削除された項目

公開草案では、SMEには発生しな

い事項を削除し、該当する規定がSME

基準にない場合には、fullIFRSをク

ロスレファレンスにより参照するこ

ととしていた。しかし、SME基準で

は、クロスレファレンスをやめ、

fullIFRSとの別建て文書化を一層推

し進めたことから、公開草案時には

fullIFRSをクロスレファレンスする

こととされていた次の項目は、SME

基準の各章で記述されることとなっ

ている。

① 持分決済型株式報酬（第26章に

て記述）

② 現金選択権の付された株式報酬

取引（第26章にて記述）

③ 農業の公正価値モデル（第34章

にて記述）

④ 超インフレーション（第31章に

て記述）

⑤ ファイナンス・リースの貸手

（第20章にて記述）

⑥ 営業活動のキャッシュ・フロー

報告に関する直接法（第７章にて

記述）

そのため、最終的にSME基準にて

削除された項目は、次のとおり。

① １株当たり利益

② 中間財務報告

③ セグメント報告

④ 売却目的で保有する非流動資産

� 会計方針の選択に関する項目

公開草案では、複数の会計処理の

うちから会計方針を選択できる場合

には、より簡単な会計方針の選択に

よる処理を記載し、その他の方法に

ついては、fullIFRSをクロスレファ

レンスにより参照することとされて

いた。しかし、fullIFRSとの別建て

文書化を一層推し進めたことから、

SME基準では、会計方針の選択に関

してクロスレファレンスによる参照

が削除され、次のように記述された。

① 関連会社の原価法、持分法、公

正価値法に関する処理をすべて認

め、記載した。

② 借入費用の費用処理のみを認め、

借入費用の資産化を許容しないた

め、参照を削除した。

③ 開発費の資産化は認めないため、

参照を削除した。

④ 無形資産の再評価モデルは認め
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ないため、参照を削除した。

⑤ 投資不動産については、多大な

コストと労力をかけずに信頼性の

ある公正価値で測定可能な場合に

は評価は公正価値モデルで行い、

そうでなければ原価モデルで行う

こととしたため、公正価値モデル

による測定の指針を記載した。

⑥ 共同支配企業に関するすべての

処理を認め、記載した。

⑦ 営業活動のキャッシュ・フロー

報告に関する直接法を、間接法に

加えて認め、記載した。

⑧ 固定資産の再評価モデルは認め

ないため、参照を削除した。

⑨ IAS第20号「政府補助金の会計

処理及び政府援助の開示」による

処理を認めないため、参照を削除

した。

なお、SME基準の代わりに、IAS

第39号「金融商品：認識及び測定」

の選択適用とfullIFRSへの参照が、

唯一残ることとなった。

� 認識及び測定で簡素化された項目

SME基準は、fullIFRSに規定され

る認識及び測定に関して簡素化され

ている。簡素化された主な項目は、

次のとおりである。

① 金融商品

IAS第39号「金融商品：認識及び

測定」は、SMEにとっては負担が大

きすぎるという意見、特に、金融商

品を４つの区分へ分類するときの複

雑さ、認識の中止に関する「パスス

ルー」及び「継続的関与」の判定基

準並びにヘッジ会計の要件に関する

詳細な計算が指摘されたため、これ

らの簡略化を行うこととした。なお、

SME基準又はIAS第39号の選択適用

を認めるとともに、IAS第39号を適

用して会計処理したとしても、開示

をIFRS第７号「金融商品：開示」

に準拠したものでなくともよいこと

とされている。

� 金融商品の４つの区分への分類：

特定の要件を満たす金融商品は、

取得原価又は償却原価で測定し、

他の金融商品は、損益計算書を通

じて公正価値で測定することとし

た。IAS第39号の売却可能及び満

期保有の分類は適用しないとする

ことにより、企業の意図、キャッ

シュ・フローの予測及び一定のケー

スにおける会計上のペナルティな

ど、上記２つの分類に関連する複

雑さが低減されている。

� 認識の中止：SME基準では、IAS

第39号に規定される認識の中止に

適用する「パススルー」及び「継

続的関与」の規定を採用せず、簡

素化した。

� ヘッジ会計：SME基準では、償

却原価で測定される負債性金融商

品の金利リスクのヘッジなどの、

SMEが通常実行するヘッジの種類

に焦点を当て、簡素化が行われて

いる。

② のれん及び耐用年数を確定でき

ない無形資産

公開草案においては、IFRS第３号

「企業結合」で定めるのれんの回収

可能価額の毎年の計算がSMEにとっ

ては困難であるため、減損の兆候が

存在する場合にのみ、のれんの回収

可能価額を計算するような提案がな

されていた。しかし、その後の検討

を経て、上場会社等と比して、SME

における減損は実務上、情報の信頼

性を欠くことなどを踏まえ、理論的

な正確性よりもコスト・ベネフィッ

トを優先し、正確に耐用年数が見積

もれない場合には、最長10年にわたっ

て、のれんを償却することとなった。

なお、償却アプローチであっても、

兆候を基に減損を評価することとな

る。

③ 研究開発費

IAS第38号「無形資産」は、すべ

ての研究費を発生時点で費用処理す

ることを要求するが、プロジェクト

が技術的に実行可能となった後に発

生する開発費については、資産化を

求めている。SMEにはプロジェクト

の実行可能性を評価できないとの意

見、開発費のほんの一部だけを資産

化しても有用な情報ではないとの意

見、資産化した開発費に関する情報

は、意思決定にほとんど使用しない

という金融機関からの意見等を踏ま

え、研究開発費は全額費用処理する

こととされた。なお、公開草案時に

はIAS第38号をクロスレファレンス

により参照することとなっていた規

定が削除されたため、開発費の資産

化は認められないことになる。

④ 関連会社及びジョイント・ベン

チャーに関する会計処理

IAS第28号「関連会社に対する投

資」により、関連会社に対する投資

は持分法で、IAS第31号「ジョイン

ト・ベンチャーに対する持分」によ

り、共同支配企業に対する投資につ

いては持分法又は比例連結のいずれ

かで会計処理する。しかし、SMEで

は必要な情報の入手が困難であるた

め原価法を認めるべきとの意見や、

金融機関等にとってはキャッシュ・

フローや貸付担保の評価において、

公正価値が適切との意見等を踏まえ、

SME基準では、原価法又は損益計算

書を通じての公正価値のいずれも使

用できることとしている。ただし、

公的な価格相場が存在する場合には、
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測定の信頼性などの観点から、公正

価値で会計処理を行うこととなる。

⑤ 売却目的で保有する非流動資産

IFRS第５号「売却目的で保有す

る非流動資産及び廃止事業」では、

売却目的で保有する非流動資産につ

いては減価償却をやめ、帳簿価額又

は売却費用控除後の公正価値のいず

れか低い方で測定して区分表示する

こととなっており、公開草案でも、

IFRS第５号と同様の取扱いを示し

ていた。SME基準では、売却意思は

減損で把握することとし、コスト・

ベネフィットの観点から、売却目的

で保有する非流動資産を区分表示し

ないこととなった。

⑥ 借入費用

旧IAS第23号「借入費用」では、

企業は借入費用について、費用化又

は資産化を選択することが可能であっ

たが、2006年５月以降の新IAS第23

号では、借入費用はすべて資産化さ

れることとなった。SME基準では、

コスト・ベネフィットの観点から、

借入費用については費用化すること

とされた。

⑦ 法人所得税

IAS第12号「法人所得税」に定め

る「一時差異（temporarydifference）

法（資産負債法）」は、SMEには適用

が難しいため繰延税金を認識しない

「当期支払税金（currenttaxespay-

able）法」を求める意見があったが、

採用していない。

ただし、IAS第12号「法人所得税」

について、基準の理解可能性を高め

るための改訂公開草案が2009年３月

に公表されたため、SME基準におい

ても、当該公開草案の趣旨が踏まえ

られている（配当利益と配当以外利

益で税率が異なる場合の測定などは

異なる）。

⑧ 農 業

SME基準では、不活発な市場、発

展途上国の測定に関する問題及びコ

スト・ベネフィットの観点から、相

当な努力又は費用を必要とせず、容

易に公正価値を測定できる場合にの

み、SMEは損益を通じた公正価値を

用いることとし、そうでない場合に

は、「原価・償却・減損」アプロー

チを適用することとした。

⑨ 従業員給付（確定給付制度）

� IAS第19号「従業員給付」では、

予測単位積増方式によって債務及

び費用が測定されているが、SME

基準においては、相当な労力とコ

ストをかけずに情報が得られるの

であれば、予測単位積増方式によ

ることとされている。そして、情

報を得ることが困難な場合には、

将来の賃金上昇分等を考慮しない

方式によって算定することとされ

ている。

� IAS第19号「従業員給付」では、

保険数理差損益の認識について、

�発生した保険数理差損益の全額

を損益計算書に直ちに計上する、

�発生した保険数理差損益の全額

をその他包括利益に計上する、�

保険数理差損益を「回廊アプロー

チ」で遅延認識する、�前述した

�よりも早い認識による体系的な

方法で、保険数理差損益を損益に

計上する、といった方法の中から

選択できる。公開草案では、最も

簡単な方法である�だけを求めて

いたが、SME基準では、�も認め

られている。

� IAS第19号「従業員給付」では、

過去勤務費用は定額法により費用

として認識することとなっている
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が、SME基準では、データ収集の

困難性などに配慮して、直ちに損

益として認識することとしている。

⑩ 株式報酬

IFRS第２号「株式報酬」では、従

業員との持分決済型株式報酬取引に

関して、付与される持分金融商品の

公正価値を参照して測定することと

されているが、公開草案では、測定

日の公正価値を信頼性をもって測定

できない場合には、SMEに対し、本

源的価値で持分金融商品の測定を容

認することを提案していた。しかし、

本源的価値の測定でもSMEにとって

は困難ということから、コスト・ベ

ネフィットの観点から、持分決済型

株式報酬取引について、市場価格を

基に費用が測定できるのであれば、

当該費用を認識し、市場価格が把握

できないのであれば、持分決済型株

式報酬取引の経営者の最善の見積り

による公正価値により、費用を認識

することとした。また、現金又は持

分のいずれかで決済する選択権があ

る株式報酬では、企業が過去に持分

商品を発行したことがある場合又は

現金で決済することが経済的な実態

を持たない場合を除き、現金決済と

して会計処理をする。

⑪ IFRSへの移行

IFRS第１号「国際財務報告基準の

初度適用」では、IFRSの初度適用時

には、最低でも１年分のIFRSによる

比較情報を作成する必要があるとさ

れているが、過年度の遡及情報の表

示はSMEにとっては困難であること

から、SME基準は、実務上不可能な

場合として、適用免除規定を盛り込

んでいる。

⑫ 投資不動産

IAS第40号「投資不動産」では、

「公正価値モデル」と「原価モデル」

の選択適用が可能である。SME基準

においては、会計方針の選択という

よりも、相当なコストと労力をかけ

ずに公正価値による測定が可能であ

れば、損益計算書を通じた公正価値

により評価し、そうでなければ、原

価モデルを採用することとなる。な

お、IAS第40号とは異なり、たとえ

原価モデルであっても、公正価値の

開示は不要である。

⑬ 政府補助金

そもそもIAS第20号「政府補助金

の会計処理及び政府援助の開示」は、

改訂が必要な基準であるので参照す

ることは不適切であるという意見も

あった。そのため、IAS第20号で認

めている複数の方法をやめ、SME基

準では、すべての政府補助金は、補

助金実施条件を企業が満たした場合、

又は実施条件を課されていない場合

には、企業が受入れ可能となった時

に収益に計上するとされている。企

業は、受領又は受領可能な資産の公

正価値で補助金を測定することとな

る。

⑭ オペレーティング・リース

SME基準では、もし、貸手への支

払いが一般的な物価上昇を見込み、

貸手の費用増加を補償するものであ

るならば、借手に対してオペレーティ

ング・リースによるリース料の定額

処理を求めていない（物価上昇かど

うかが不明であれば定額処理を行う）。

この例外処理は、IAS第17号「リー

ス」にはない処理である。

⑮ 耐用年数、残存価額、及び償却

方法の毎年の見直し

SME基準では、IAS第16号「有形

固定資産」及びIAS第38号「無形資

産」で求めている、有形固定資産及

び無形資産の耐用年数、残存価額、

及び償却方法の毎年の見直しを求め

ず、最終報告日から重大な変更を示

す兆候があった場合にのみ、これら

を見直すこととしている。

以 上
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